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はじめに       

 

現在の地方公共団体の公会計（官庁会計）制度は、現金の出入りを記録する

という分かりやすさの観点から、単式簿記を採用しています。 

 

しかし、この方法では、資産の状況や借入金などの負債といったストック情

報が不十分で、将来にわたる住民負担などの財政状況が分かりにくい、地方公

社や第三セクター等行政活動の一端を担う組織を含めた連結した財務書類がな

く財政の全体像が把握できない、行政サービス提供のためのコスト情報が不足

している、予算・決算の現金収支と資産債務状況の関係把握が困難などのデメ

リットがかねてより指摘されていました。 

 

そこで、宇和島市では国の「地方公共団体における行政改革の更なる推進の

ための指針」に基づき、公会計改革の一環として４つの財務書類を作成いたし

ました。４つの財務書類とは、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変

動計算書」、「資金収支計算書」で、これらを作成することにより、現在、市が

所有するすべての資産とその調達の状況が把握できるようになります。 

 

財務書類の整備・活用を通して、財政状況について市民の皆様に分かりやす

く説明していくとともに、地方分権社会に対応した地方公共団体として今後も

安定した財政運営を行っていくためにも、効率的な行政経営、資産・債務の適

切な管理に努めてまいります。 
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１ 連結財務書類の基本的な作成基準 

（１）連結対象会計・団体 

連結財務書類は、一般会計のほか、企業会計を含む市のすべての特別会計に加え、市と関

連してサービスを提供している一定条件の関係団体を一つの行政サービス実施主体とみなし

て作成します。 
  宇和島市の連結財務書類は、普通会計、公営事業会計、一部事務組合・広域連合、地方三

公社及び市が一定割合以上の出資を行っている第三セクター等で、以下の①～④を連結対象

として、「総務省方式改訂モデル」により作成しております。 
 

①普通会計 
地方公共団体ごとで各会計の範囲が異なっていると、各団体間の比較が困難なため、統一

的な方法により、一般行政部門の会計を普通会計として整理します。宇和島市の普通会計の

対象は、以下の３会計です。 
   
  ・一般会計                 

・土地取得事業特別会計 

  ・住宅新築資金等貸付事業特別会計 

 
②公営事業会計 
○公営企業会計（法適用・法非適用） 

   組織・財務について特例を定めている地方公営企業法を適用している会計とこれに準じ

る会計です。宇和島市の連結対象会計は、以下の７会計です。 
 
  ＜法適用＞ 
  ・病院事業会計     

  ・水道事業会計 

  ・介護老人保健施設事業会計 

  
＜法非適用＞ 

 ・簡易水道事業特別会計           

 ・公共下水道事業特別会計    

 ・小規模下水道事業特別会計 

 ・駐車場事業特別会計 

 
○その他の特別会計 
 特定の収入をもって事業を行っている会計で、普通会計及び公営企業会計に属さない会

計です。宇和島市の連結対象会計は、以下の５会計です。 
 
 ・国民健康保険特別会計（事業勘定）    

 ・国民健康保険特別会計（直営診療施設勘定） 

 ・後期高齢者医療特別会計 

 ・介護保険特別会計（保険事業勘定） 

 ・介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 

 

Ⅰ 連結財務書類 
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③一部事務組合・広域連合 
 一部事務組合は、複数の地方公共団体が行政サービスの一部を共同で行うことを目的とし

て設置する組織です。また、後期高齢者医療については、広域連合を設置し、県内市町が共

同して事業を実施しています。なお、財務諸表を連結する際は、構成団体の経費負担割合に

応じてそれぞれの団体が連結することとなっています。宇和島市の連結対象団体は、以下の

５団体です。 
 ※経費負担割合は当年度の利用実績等により前年度から変更される場合があります。 
  

・宇和島地区広域事務組合（一般 67.6％、介護 16.6％） 

・南予水道企業団（41.5％）         

・津島水道企業団（84.2％） 

・愛媛地方税滞納整理機構（6.5％） 

・愛媛県後期高齢者医療広域連合（6.3％） 

 
 ④地方三公社、第三セクター等 
  地方三公社は、特別法に基づき地方公共団体が設立する住宅供給公社、道路公社、土地開

発公社で、すべて連結対象となります。また、第三セクター等は、市の出資（出えんを含

む）比率が５０％以上の団体及び市の出資比率が２５％以上５０％未満の団体で、役員の派

遣、財政支援などの実態から、法人経営に実質的に主導的立場にあると認められる場合を対

象としています。宇和島市の連結対象団体は、以下の２団体です。 
 
  ・宇和島市土地開発公社   

  ・(株)うわじま産業振興公社（出資比率 80.6％） 

 
（２）調整事項 
 以下の点については、連結を行うに当たって外部と行った取引のみを計上することにする

ため、連結対象間での取引は内部取引として相殺消去（調整）をしています。そのため、各

団体が作成した財務書類とは異なる場合があります。 
   

○連結を行うに当たり相殺消去している主なもの 
・会計間の繰出金と繰入金 

・補助金・負担金支出と収入 

・委託料の支払と受取 

 
（３）県内他市・類似団体比較 
  各表から分析した主な数値について、財務書類を公表している県内他市及びいくつかの類

似団体と比較しています。平成２５年度の数値については、調査時点では公表されていない

団体もあるため、宇和島市も含めて平成２４年度の数値で比較しています。 
 
（４）住民基本台帳人口 

 分析で使用する住民基本台帳人口については、以下の数値を使用しています。 
 

  ・平成２４年度 83,625 人（平成 25 年 3月 31 日現在） 

  ・平成２５年度 83,070 人（平成 26 年 1月 1 日現在） 

   ※平成２５年度より基準日を 1 月 1 日現在に変更します。 
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会計・団体の範囲（平成２５年度）
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２ 平成２５年度決算 連結財務書類の全体像 

平成２５年度決算を基に作成した「連結貸借対照表」、「連結行政コスト計算書」、「連結

純資産変動計算書」、「連結資金収支計算書」の概要と相互の関連は以下のとおりです。 
 
 

平成２５年度決算 連結財務書類 4表 

 

 

連結貸借対照表 

（宇和島市と連結団体が保有する資産とその財源） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

連結資金収支計算書 

（1年間の資金の出入り） 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結行政コスト計算書 

（1年間に要した行政サービスのコスト） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結純資産変動計算書 

（1年間の純資産の動き） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 年間に 57 億円の増額 

 

 

資 産 

2,707 億円 

 

公共資産 

2,408 億円 

投資等 

    77 億円 

流動資産 

  215 億円 

 （うち資金） 

140 億円 

 

繰延勘定 

   7 億円 

 

負 債 

  875 億円 

（32.3％） 

 

固定負債  

774 億円 

流動負債   

101 億円 

 

 

 純資産  

1,832 億円 

    

（67.7％） 

 

期首歳計現金残高     119 億円 

 

 経常収支         127 億円 

公共資産整備収支     △17 億円 

投資・財務的収支     △89 億円 

                 

現金増減額         21 億円 

    

 

期末歳計現金残高    140 億円 

 

経常行政コスト     827 億円 

 

人にかかるコスト   161 億円 

物にかかるコスト   197 億円 

  社会保障給付費など  437 億円 

  その他のコスト    32 億円 

 

 

経常収益        371 億円 

 

 

純経常行政コスト    456 億円 

  

期首純資産残高    1,775 億円 

 

 

 純経常行政コスト   △456 億円 

 

 一般財源、補助金等受入 509 億円 

 公共資産除売却損益等    4 億円 

 

 

 期末純資産残高    1,832 億円 
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３　連結貸借対照表

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 83,791,546 ①普通会計地方債 31,591,489

②教育 35,578,385 ②公営事業地方債 31,131,964

③福祉 6,568,246  地方公共団体計 62,723,453

④環境衛生 47,772,069 (2) 関係団体

⑤産業振興 47,577,199 ①一部事務組合・広域連合地方債 659,452

⑥消防 1,738,791 ②地方三公社長期借入金 980,000

⑦総務 13,885,609 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 1,639,452

⑨その他 0 (3) 長期未払金 78,277

有形固定資産計 236,911,845 (4) 引当金 12,913,231

(2) 無形固定資産 3,087,399 （うち退職手当等引当金） 12,633,418

(3) 売却可能資産 731,472 （うちその他の引当金） 279,813

公共資産合計 240,730,716 (5) その他 300

固定負債合計 77,354,713

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 383,176 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 161,224 ①地方公共団体 6,622,882

(3) 基金等 6,725,774 ②関係団体 118,055

(4) 長期延滞債権 992,667  翌年度償還予定額計 6,740,937

(5) その他 0 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 527,885 (3) 未払金 1,936,118

投資等合計 7,734,956 (4) 翌年度支払予定退職手当 639,523

(5) 賞与引当金 674,517

(6) その他 139,177

３　流動資産 流動負債合計 10,130,272

(1) 資金 13,991,123

(2) 未収金 749,065 負　　債　　合　　計 87,484,985

(3) 販売用不動産 574,371

(4) その他 6,357,649 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 148,606 １　公共資産等整備国県補助金等 68,500,087

流動資産合計 21,523,602 ２　公共資産等整備一般財源等 114,512,382

３　他団体及び民間出資分 14,000

４　その他一般財源等 △ 1,115,160

４　繰延勘定 713,584 ５　資産評価差額 1,306,564

純　 資　 産　 合　 計 183,217,873

資　　産　　合　　計 270,702,858 負 債 及 び 純 資 産 合 計 270,702,858

連結貸借対照表
（平成２６年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 87,337,843 ①普通会計地方債 32,049,463

②教育 33,693,083 ②公営事業地方債 32,606,039

③福祉 6,989,341  地方公共団体計 64,655,502

④環境衛生 44,467,647 (2) 関係団体

⑤産業振興 48,786,091 ①一部事務組合・広域連合地方債 689,950

⑥消防 1,550,597 ②地方三公社長期借入金 1,790,000

⑦総務 14,026,545 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 2,479,950

⑨その他 0 (3) 長期未払金 229,847

有形固定資産計 236,851,147 (4) 引当金 12,950,756

(2) 無形固定資産 3,168,573 （うち退職手当等引当金） 12,604,200

(3) 売却可能資産 746,544 （うちその他の引当金） 346,556

公共資産合計 240,766,264 (5) その他 300

固定負債合計 80,316,355

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 348,276 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 145,391 ①地方公共団体 7,289,352

(3) 基金等 6,791,462 ②関係団体 181,916

(4) 長期延滞債権 1,120,635  翌年度償還予定額計 7,471,268

(5) その他 0 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 562,255 (3) 未払金 1,531,688

投資等合計 7,843,509 (4) 翌年度支払予定退職手当 772,004

(5) 賞与引当金 684,112

(6) その他 113,464

３　流動資産 流動負債合計 10,572,536

(1) 資金 11,909,629

(2) 未収金 760,897 負　　債　　合　　計 90,888,891

(3) 販売用不動産 636,740

(4) その他 5,950,941 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 160,779 １　公共資産等整備国県補助金等 67,708,726

流動資産合計 19,097,428 ２　公共資産等整備一般財源等 113,111,130

３　他団体及び民間出資分 14,100

４　その他一般財源等 △ 3,924,451

４　繰延勘定 720,827 ５　資産評価差額 629,632

純　 資　 産　 合　 計 177,539,137

資　　産　　合　　計 268,428,028 負 債 及 び 純 資 産 合 計 268,428,028

連結貸借対照表
（平成２５年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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貸借対照表は、市が住民サービスを提供するために保有している資産と、その資産をどのよ

うな財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示したものです。左側の資産合計

額と、右側の負債・純資産合計額が一致するので、バランスシートとも呼ばれます。 

 

 平成２６年３月３１日における市全体の資産の合計は約２，７０７億円で、前年度と比較す

ると約２３億円の増加となっており、資産変動の内容については、財政調整基金及び減債基金

の積み立てや病院収益の改善による流動資産の増加などが挙げられます。また、行財政改革を

継続的に行ってきたことから、純資産は約１，８３２億円で前年度より約５７億円増え、負債

は約８７５億円で前年度より約３４億円減少という結果になったものです（※一部事務組合の

負担割合変更による影響額を含みます）。【表1-1、1-2参照】 

 

【表 1-1】「資産」 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 1-2】「負債・純資産」 
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 資産の８７．５％を占める有形固定資産は約２，３６９億円となっており、そのうち８３８

億円（構成比３５％）が道路や下水道などの生活インフラ・国土保全に関する資産、病院など

の環境衛生が４７８億円（同２０％）、漁港などの産業振興が４７６億円（同２０％）、学校

などの教育に関する資産が３５６億円（同１５％）などとなっています。【表 2-1 参照】 

 県内他市や類似団体と比較した場合、環境衛生や産業振興の分野において割合が高くなって

いることから、当市が四国西南地域の救急医療を担う宇和島病院をはじめ、津島病院や吉田病

院を運営していることや、これまで基幹産業である水産業の基盤整備に力を入れてきたことな

どが伺えます。【表 2-2 参照】 

 

【表 2-1】「分野別資産割合」          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 2-2】「県内他市及び類似団体比較」（Ｈ２４年度貸借対照表より） 
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 有形固定資産に無形固定資産と売却可能資産を加えた公共資産は約２，４０７億円となって

いますが、そのうち純資産の占める割合は約７６．０％で、地方債などの借金が占める割合は

約２９．５％となっています。このことから、公共資産の約７割はこれまでの世代の負担に

よって、約３割は将来世代の負担によって資産形成されており、経年で見ると、将来世代の負

担は減少傾向にあることがわかります。【表 3-1 参照】 

しかし、県内他市や類似団体と比較すると、平均値程度に位置していることから、今後も引

き続き負債の圧縮に努める必要があります。【表 3-2 参照】 

 

【表 3-1】「世代間負担割合」 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 3-2】「県内他市及び類似団体比較」（Ｈ２４年度貸借対照表より）             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     過去及び現役世代負担割合              将来世代負担割合 

 

 

 

 

 

 
【世代間負担割合】 
 
（過去及び現役世代負担割合） 
 
＝純資産合計／公共資産合計 

 
 
（将来世代負担割合） 
 

＝固定負債のうち地方公共団体計及び 
関係団体計＋流動負債のうち翌年度 
償還予定額／公共資産合計 
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負債について、会計別で見ると、普通会計に次いで病院事業会計や公共下水道事業特別会計

などの割合が高いことが伺えます。また、連結での資産総額は普通会計の１．４倍であるのに

対し、負債総額は普通会計の約２．１倍であり、普通会計と比較して、普通会計以外の会計・

法人等においては、将来世代の負担によって資本を形成している割合が高いといえます。【表

4-1、4-2 参照】 

 

【表 4-1】「負債の内訳」              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 4-2】「資産の内訳」              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、資産額は増えており、住民一人当たりで見ても、平成２５年度の資産額は約３２６万

円で近年は増加傾向となっていますが、これは当市の人口減少が影響しています。また、負債

額は住民一人当たりで見ても減少傾向にありますが、これは人口減少以上に負債額が減少して

いるためです。県内他市や類似団体との比較においては、いずれも平均値を上回っています。

【表 4-3、4-4、4-5 参照】 

【表 4-3】「住民一人当たり資産額・負債額」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
負債は・・・ 
 
【普通会計】 416.4 億円 

   ⇓ 約 2.1 倍 

 

【連結負債】 874.8 億円 
 

 
資産は・・・ 
 
【普通会計】 1,898.7 億円 

   ⇓ 約 1.4 倍 

 

【連結資産】 2,707.0 億円 
 

 
住民基本台帳人口 
 
【平成 25 年 3月 31 日現在】 

83,625 人 

   ⇓ △555 人 

【平成 26 年 1月 1 日現在】 
  83,070 人 
 

10



 

【表 4-4】「県内他市及び類似団体比較」（Ｈ２４年度貸借対照表より）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 4-5】「県内他市及び類似団体比較」（Ｈ２４年度貸借対照表より） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民一人当たり資産額   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民一人当たり負債額 
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４　連結行政コスト計算書

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 14,198,807 17.2% 392,521 1,168,485 2,072,084 7,913,803 500,851 778,137 1,131,917 241,009 0

（２）退職手当等引当金繰入等 1,243,345 1.5% 7,373 33,589 77,412 959,781 17,690 95,208 49,955 2,337 0

１ （３）賞与引当金繰入額 674,517 0.8% 19,774 61,998 105,428 350,361 20,789 42,519 60,544 13,104 0

小　　計 16,116,669 19.5% 419,668 1,264,072 2,254,924 9,223,945 539,330 915,864 1,242,416 256,450 0

（１）物件費 9,828,349 11.9% 303,041 868,910 633,710 6,993,096 322,912 121,073 571,172 14,435 0

（２）維持補修費 396,622 0.5% 76,364 65,577 6,937 212,010 14,547 2,684 18,503 0

（３）減価償却費 9,468,199 11.4% 2,454,991 960,706 354,057 2,862,499 1,980,630 119,451 735,865 0

小　　計 19,693,170 23.8% 2,834,396 1,895,193 994,704 10,067,605 2,318,089 243,208 1,325,540 14,435 0 0

（１）社会保障給付 36,280,176 43.9% 0 58,826 36,192,183 29,135 0 0 32 0

（２）補助金等 6,640,879 8.0% 20,947 228,399 5,046,912 135,839 750,440 69,706 385,470 3,166 0

（３）他会計等への支出額 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

764,150 0.9% 105,832 0 42,359 42,876 551,806 0 21,277 0 0

小　　計 43,685,205 52.8% 126,779 287,225 41,281,454 207,850 1,302,246 69,706 406,779 3,166 0

（１）支払利息 1,280,273 1.5% 1,280,273

（２）回収不能見込計上額 171,248 0.2% 171,248

（３）その他行政コスト 1,748,185 2.1% 167,167 0 332,149 813,341 435,528 0 0 0 0

小　　計 3,199,706 3.9% 167,167 0 332,149 813,341 435,528 0 0 0 1,280,273 171,248 0

82,694,750 3,548,010 3,446,490 44,863,231 20,312,741 4,595,193 1,228,778 2,974,735 274,051 1,280,273 171,248 0

（　構　成　比　率　） 4.3% 4.2% 54.3% 24.6% 5.6% 1.5% 3.6% 0.3% 1.5% 0.2% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 709,938 83,873 58,378 198,255 110,769 1,591 1,045 60,945 0 0 0 195,082

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 13,494,382 28,466 2,680 13,290,887 78,403 16,729 0 60,474 0 0 0 16,743

３ 保 険 料 4,861,485 4,861,485

４ 事 業 収 益 17,840,516 412,947 0 538,537 16,326,117 562,915 0 0 0 0 0

5 その他特定行政サービス収入 153,655 △ 3,507 0 91,144 46,303 19,715 0 0 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

37,059,976 521,779 61,058 18,980,308 16,561,592 600,950 1,045 121,419 0 0 0 211,825

ｂ／ａ 44.8% 14.7% 1.8% 42.3% 81.5% 13.1% 0.1% 4.1% 0.0% 0.0% 0.0%

45,634,774 3,026,231 3,385,432 25,882,923 3,751,149 3,994,243 1,227,733 2,853,316 274,051 1,280,273 171,248 0 △ 211,825（差引）純経常行政 コスト ａ －ｂ

連結行政コスト計算書
自　平成２５年４月 １ 日

至　平成２６年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b
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行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち、福祉サービスやごみ収集、消防活動など資

産形成には結びつかない行政サービスに係る経費と、その行政サービスの直接の対価として得

られた収益を示して、その期間における利益（損失）を表にしたものです。 

 人件費などの人に係るコストは約１６１億円、物件費などの物に係るコストは約１９７億円、

社会保障給付などの移転支出的なコストは約４３７億円、その他のコストは約３２億円となっ

ています。これらの経常行政コストに対して、使用料や手数料などの受益者負担として約３７

１億円の経常収益があり、経常行政コストから経常収益を控除した純経常行政コストは約４５

６億円で前年度から約６億円増加しています。この純経常行政コストについては、市税や地方

交付税をはじめとした一般財源や国県補助金などにより賄われています。 

 前年度との比較においては、人に係るコストは約１億円の減少となっており、これは職員の

退職者が減少したことが大きく影響しています。移転支出的なコストは約８億円の増加ですが、

そのうち社会保障給付費が約４億円増加しており、近年増加傾向にある介護サービス給付費の

影響などによるものです。さらには、他団体への公共資産整備補助金等において約４億円の増

加となっておりますが、これはＪＡえひめ南が実施する選果場の光センサー選果機の更新整備

に対する補助金が増加したことなどによるものです。【表5-1、5-2参照】 

 

【表 5-1】「性質別行政コスト」       【表 5-2】 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 県内他市や類似団体と比較すると人に係るコストの割合が高くなっていますが、これは市立

３病院を有し、人的なサービスを多く提供していることなどが主な要因です。【表5-3参照】 

 

【表 5-3】「県内他市及び類似団体比較」（Ｈ２４年度行政コスト計算書より） 
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５　連結純資産変動計算書

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

他団体及び
民間出資分

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 177,481,474 67,701,047 113,707,358 14,100 △ 4,578,399 637,368

純経常行政コスト △ 45,634,774 △ 45,634,774

一般財源

地方税 7,775,226 7,775,226

地方交付税 17,451,442 17,451,442

その他行政コスト充当財源 1,897,703 1,897,703

補助金等受入 23,783,715 3,412,410 20,371,305

臨時損益

災害復旧事業費 △ 55,656 △ 55,656

公共資産除売却損益 △ 167,637 △ 167,637

投資損失 0 0

収益事業純損失 0 0

損失補償等引当金繰入 35,294 35,294

土地評価損 △ 744,755 △ 744,755

科目振替

公共資産整備への財源投入 867,702 △ 867,702

公共資産処分による財源増 0 △ 188,729 188,729 0

貸付金・出資金等への財源投入 0 2,246,991 △ 2,246,991

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 1,855,288 1,855,288 0

減価償却による財源増 △ 2,477,446 △ 6,990,753 9,468,199 0

地方債償還等に伴う財源振替 7,410,122 △ 7,410,122

出資の受入・新規設立 △ 735,332 0 △ 735,332

資産評価替えによる変動額 660,513 660,513

無償受贈資産受入 8,683 8,683

その他 1,461,977 △ 135,924 △ 685,022 △ 100 2,283,023 0

期末純資産残高 183,217,873 68,500,087 114,512,382 14,000 △ 1,115,160 1,306,564

連結純資産変動計算書
自　平成２５年４月 １ 日

至　平成２６年３月３１日
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純資産変動計算書は、貸借対照表における純資産（資産から負債を引いた残り）が平成２５

年度中にどのように増減したかを示しています。期首残高約１，７７５億円に対して、期末残

高は約１，８２９億円となり、純資産は１年間で約５４億円増加しました。 

 

平成２５年度は、純経常行政コスト約４５６億円に対して、地方税や地方交付税などの一般

財源や補助金等の収入が約４７５億円あり、約１９億円の黒字で、行政コスト対税収比率も１

００％を下回っていることから、翌年度以降の負担が減少していることが分かります。【表 6-1、

6-2 参照】 

 

【表 6-1】「純経常行政コスト・一般財源・補助金等経年比較」   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 6-2】「行政コスト対税収等比率」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（行政コスト対税収等比率） 
 
＝純経常行政コスト／一般財源+補助金等受入 

 
 
●１００％＜行政コスト対税収等比率の場合 
 

→過去から蓄積された資産の減少、負担の増
加 

 
●１００％≧行政コスト対税収等比率の場合 
 

→翌年度以降へ引き継ぐ資産の蓄積、 
負担の減少 
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６　連結資金収支計算書

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成２５年４月　１日

至　平成２６年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

15,345,085

9,451,989

36,280,144

6,392,148

1,280,273

2,469,629

71,219,268

7,798,564

17,451,442

19,966,863

566,862

13,128,599

4,781,895

17,810,664

642,200

351,498

0

0

134,325

1,328,266

83,961,178

12,741,910

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

9,957,346

764,150

0

0

217

0

10,726,415

3,816,852

4,441,541

4,702

0

0

793,545

9,051,938

△ 1,674,477

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

34,900

402,975

768,446

100

7,485,968

1,790,000

0

0

0

10,630,889

0

389,175

148,500

0

50,300

980,000

27,838

0

213,305

13,991,123

1,660,618

△ 8,970,271

0

2,097,162

11,909,629

△ 15,668
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資金収支計算書は、１年間の現金（＝資金）の出入りを「経常収支の部」、「公共資産整備

収支の部」及び「投資・財務的収支の部」の３つに区分して示しています。市がどのような活

動に資金を必要としているかを表し、キャッシュフロー計算書とも呼ばれます。 

公会計の場合、一般的には、「公共資産整備収支の部」、「投資・財務的収支の部」は収支

不足となり、これを「経常的収支の部」の収支余剰（地方交付税などの一般財源）で補う必要

があります。 

 

 平成２５年度は、「経常的収支の部」では、人件費や物件費、生活保護費等の社会保障給付

費といった日常の行政サービスにかかる収支で、見かけ上約１２７億円の収支余剰となってい

ます。一方で、公共事業等の社会資本整備の収支を表す「公共資産整備収支の部」に要する一

般財源が約１７億円、また、市債の償還や貸付金の収支を表す「投資・財務的収支の部」に要

する一般財源が約８９億円で、両部門で必要となる財源は約１０６億円となります。 

これら必要額を「経常的収支の部」の資金余剰で補填した結果、全体の資金収支では約２１

億円増加し、年度末では約１４０億円となっています。【表 7-1 参照】 

 

【表 7-1】 
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７ 連結財務書類まとめ 

連結財務４表から読み取れる注意すべき点として、次のことが挙げられます。 
 
①公共資産の老朽化 

普通会計における有形固定資産の老朽化率が５３．３％と前年度より０．９ポイント増加し、

平均といわれる３５～５０％を引き続き超えています。経年で見ても市全体の有形固定資産の

老朽化が進んでいると考えられ、今後更新の必要性が生じてきます。しかしながら、施設の改

修等による延命化や、類似・重複した施設の統廃合などを十分に検討した上で、更新を行う必

要があることに注意しなければなりません。【表 8-1 参照】 
 

【表 8-1】「普通会計における有形固定資産老朽化率」 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
②長期延滞債権及び未収金の解消 

 平成２５年度における長期延滞債権と未収金の合計は約１７．４億円で、前年度から約１．

４億円の減少となりましたが、基幹産業の長引く低迷などにより市税の未納はなかなか解消さ

れません。県内他市及び類似団体との比較でも、長期延滞債権、未収金ともに平均値以下と

なっていますが、税負担の公平性の確保や安定した財政運営を行うため、今後も適切な債権管

理を行うとともに、徴収の強化を図り市税等の滞納を解消する必要があります。【表 8-2 参照】 
 

【表 8-2】「県内他市及び類似団体比較」（Ｈ２４年度貸借対照表より） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      

 
（有形固定資産老朽化率） 
＝減価償却累計／（有形固定資産－土地 
＋減価償却累計） 

長期延滞債権及び未収金の資産に占める割合 
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③資産の約３割強を占める負債 
行財政改革の取り組みにより、負債は前年度より約３４億円減少しており、資産に占める負

債の割合は、近年、地方債の繰上償還など負債額削減に取り組んできたことにより、３４．

０％と平均値より１．８ポイント下回っています。【表 8-3 参照】 
しかしながら、住民一人当たりで県内他市及び類似団体と比較すると、平均値を６万円上

回っているため、今後も引き続き、積極的な負債額削減に取り組み、将来負担の軽減を図って

いく必要があります。【表 4-5 参照】 
 

【表 8-3】「県内他市及び類似団体比較」（Ｈ２４年度貸借対照表より） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民一人当たり資産額に占める負債額の割合 

 

④純資産その他一般財源等のマイナス 

純資産のうち、「その他一般財源等」が約１１億円のマイナスとなっていますが、これは退

職手当引当金に対応する財源が十分に確保されていないことや過去に発行した臨時財政対策債

などのいわゆる「赤字地方債」の残高があるためです。つまり、対応する資産が存在しないに

もかかわらず、将来の一般財源により賄わなければならない負担が存在することを表していま

す。平成２４年度と比較すると「その他の一般財源等」は約２８億円増加し、経年で見てもマ

イナスは縮減傾向ですが、将来負担の軽減を図るためには、今後も赤字地方債の償還を進める

とともに、退職手当引当金に対応する財源の確保に努める必要があります。【表 8-4、8-5 参照】 
 

【表 8-4】「純資産その他一般財源等」  【表 8-5】「県内他市及び類似団体比較」 

                         （Ｈ２４年度純資産変動計算書より） 

 
  
 
 
 
⑤今後見込まれる一般財源の不足 
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平成２５年度は、純経常行政コストに対して市税や地方交付税などの歳入が上回りました。

しかしながら、高齢化や生活保護受給者の増加などの影響により、社会保障給付費が増加して

いることや、基幹産業の低迷や人口減少により市税が減収傾向にあること、合併算定替えの終

了による普通交付税の縮減が見込まれていることなどから、今後経常的な収入が不足する事態

が十分に考えられます。【表 8-6、8-7 参照】 
サービスの対価である受益者負担は４４．８％ですが、これは病院事業会計で診療報酬によ

る収入があるためなどの理由で、普通会計で見ると３．１％で平均値とされる２～８％以内と

なっています。将来に過度な負担を残さない財政運営を行うためには、その負担が適切かを検

討し、市税等の徴収強化による一般財源の確保にも努めつつ、不必要な行政コストの削減を

図っていく必要があります。【表 8-8 参照】 
 
【表 8-6】「社会保障給付費」           【表 8-7】「市税」 
   
 
 
 
 
 

【表 8-8】「受益者負担比率」 

  
 
 
 
 
  

 
 

 
以上、連結財務４表を中心に当市の財政状況を見てきましたが、資金や財政調整基金が増加

していること、負債の圧縮が進んでいることなどから、概ね改善傾向にあり、現在の歳入規模

が確保されれば、持続可能な財政運営を行っているということができます。しかしながら、基

幹産業を取り巻く状況は依然として厳しく、人口減少にも歯止めがかかっていません。歳入は、

地方交付税に大きく依存しており、財政基盤も未だ脆弱で、将来的な財源不足が憂慮されます。

多様な市民ニーズに迅速かつ柔軟に対応していくためには、より安定的な財政基盤の構築が必

要であることから、先に述べた注意すべき点を踏まえた上で、引き続き行財政改革を図り、将

来世代へ過重な負担を背負わせることのない様、適正な財源配分に引き続き努めていきます。 

受益者負担比率(％)＝経常収益÷経常行政コスト×100 
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１ 普通会計財務書類の基本的な作成基準 

 
（１）採用した作成モデル 

 「総務省方式改訂モデル」により作成しています。 
 
（２）対象会計 
  次の３つの会計からなる普通会計を対象としています。 
  ・一般会計 
  ・土地取得事業特別会計        普通会計 
  ・住宅新築資金等貸付事業特別会計 
 
（３）作成基準日 

 平成 26 年 3 月 31 日を作成基準日としています。 
  出納整理期間（平成 26 年 4 月 1 日～5 月 31 日）における取引は、基準日までに終了した

ものとして処理しています。 
 
（４）基礎数値 
  昭和 44 年度から平成 25 年度までの地方財政状況調査（決算統計）における数値、平成 25 

年度宇和島市決算書等の数値を使用しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ 普通会計財務書類 
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２ 平成２５年度決算 普通会計財務書類の全体像 

 
平成２５年度決算を基に作成した「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、

「資金収支計算書」の概要と相互の関連は以下のとおりです。 
 
 

平成２５年度決算 財務書類４表（普通会計） 

 
貸借対照表 

（宇和島市が保有する資産とその財源） 

資 産 

  1,899 億円 

 

公共資産 

1,686 億円 

投資等 

     143 億円 

流動資産 

      70 億円 

 （うち歳計現金） 

7 億円 

負 債 

  417 億円 

    （22.0％） 

固定負債  

364 億円 

流動負債   

53 億円 

 

 純資産  

1,482 億円 

    （78.0％） 

 

 

資金収支計算書 

（１年間の資金の出入り） 

 

 

行政コスト計算書 

（１年間に要した行政サービスのコスト） 

 

 

純資産変動計算書 

（１年間の純資産の動き） 

１年間に 40 億円の増額 

経常行政コスト     347 億円 

 

人にかかるコスト   55 億円 

物にかかるコスト   92 億円 

  社会保障給付費など 194 億円 

  その他のコスト    6 億円 

 

経常収益        11 億円 

 

 

純経常行政コスト    336 億円 

期首歳計現金残高    6 億円 

 

 

現金増減額       1 億円 

 

   経常的収支      73 億円 

   公共資産整備収支  △11 億円 

   投資・財務的収支  △61 億円 

 

 

期末歳計現金残高    7 億円 

 期首純資産残高    1,442 億円 

 

 

 純経常行政コスト   △336 億円 

 

 一般財源、補助金等受入 376 億円 

 

 資産評価替等       0 億円 

 

 

 期末純資産残高    1,482 億円 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 31,591,489

①生活インフラ・国土保全 61,860,555 (2) 長期未払金

②教育 35,578,385 ①物件の購入等

③福祉 4,647,454 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 5,636,400 ③その他

⑤産業振興 45,726,752 長期未払金計 69,749

⑥消防 1,114,856 (3) 退職手当引当金 4,542,776

⑦総務 13,656,687 (4) 損失補償等引当金 194,119

有形固定資産計 168,221,089 固定負債合計 36,398,133

(2) 売却可能資産 398,838

公共資産合計 168,619,927 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 4,397,751

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 146,592

①投資及び出資金 9,307,136 (4) 翌年度支払予定退職手当 435,554

②投資損失引当金 △ 8,723 (5) 賞与引当金 264,113

投資及び出資金計 9,298,413 流動負債合計 5,244,010

(2) 貸付金 102,414

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 41,642,143

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 3,646,740

③土地開発基金 927,100 [純資産の部]

④その他定額運用基金 2,000 １　公共資産等整備国県補助金等 52,196,544

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 4,575,840 ２　公共資産等整備一般財源等 102,362,482

(4) 長期延滞債権 632,157

(5) 回収不能見込額 △ 323,631 ３　その他一般財源等 △ 6,461,566

投資等合計 14,285,193

４　資産評価差額 132,974

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 148,230,434

①財政調整基金 4,886,000

②減債基金 1,259,000

③歳計現金 735,057

現金預金計 6,880,057

(2) 未収金

①地方税 111,937

②その他 17,994

③回収不能見込額 △ 42,531

未収金計 87,400

流動資産合計 6,967,457

資　　産　　合　　計 189,872,577 負 債 ・ 純 資 産 合 計 189,872,577

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち34,114,556千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 62,951,901 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 35,989,240 千円 35,989,240 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 194,119 千円 216341 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 19,906,894 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 664,054 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 5,789,012 千円 5,789,012 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 408,582 千円 194119 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 55,574,331 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 7,093,113 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 1,340,205 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 47,141,013 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 7,377,570 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は42,399,351千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は143,713,644千円です。

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

△ 22,222

19,906,894

664,054

214,463

18,211,204

△ 216,341

160,000

0

5,392,742

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

731

482,358

18,211,204

3,824,932

2,804,569

11,581,703

0

7,435,751

52,622

1,505,457

831,052

7,903,233

貸借対照表
(平成26年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

69,749

0
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 32,049,463

①生活インフラ・国土保全 60,653,337 (2) 長期未払金

②教育 33,658,537 ①物件の購入等

③福祉 4,822,122 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 5,909,134 ③その他

⑤産業振興 46,868,102 長期未払金計 215,524

⑥消防 1,043,844 (3) 退職手当引当金 5,020,332

⑦総務 13,796,077 (4) 損失補償等引当金 229,413

有形固定資産計 166,751,153 固定負債合計 37,514,732

(2) 売却可能資産 408,052

公共資産合計 167,159,205 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 5,130,955

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 143,683

①投資及び出資金 9,239,289 (4) 翌年度支払予定退職手当 494,048

②投資損失引当金 △ 8,723 (5) 賞与引当金 271,001

投資及び出資金計 9,230,566 流動負債合計 6,039,687

(2) 貸付金 116,691

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 43,554,419

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 3,427,591

③土地開発基金 927,000 [純資産の部]

④その他定額運用基金 2,000 １　公共資産等整備国県補助金等 51,185,474

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 4,356,591 ２　公共資産等整備一般財源等 101,673,339

(4) 長期延滞債権 730,668

(5) 回収不能見込額 △ 344,187 ３　その他一般財源等 △ 8,834,990

投資等合計 14,090,329

４　資産評価差額 142,188

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 144,166,011

①財政調整基金 4,443,000

②減債基金 1,256,000

③歳計現金 671,003

現金預金計 6,370,003

(2) 未収金

①地方税 128,228

②その他 17,844

③回収不能見込額 △ 45,179

未収金計 100,893

流動資産合計 6,470,896

資　　産　　合　　計 187,720,430 負 債 ・ 純 資 産 合 計 187,720,430

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち32,673,707千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 67,572,578 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 37,180,418 千円 37,180,418 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 229,413 千円 359207 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 22,099,657 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 579,973 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 6,405,371 千円 6,405,371 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 1,077,746 千円 229413 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 54,712,960 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 6,647,326 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 1,459,358 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 46,606,276 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 12,859,618 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は41,580,484千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は137,966,461千円です。

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

△ 129,794

22,099,657

579,973

848,333

18,909,642

△ 359,207

280,000

0

7,507,435

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

981

492,612

18,909,642

3,754,029

2,848,614

12,306,999

0

7,605,729

55,250

1,553,509

846,552

8,355,009

貸借対照表
(平成25年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

215,524

0
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行政コスト計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 5,015,404 14.5% 331,424 1,168,485 1,182,316 454,573 442,871 112,724 1,082,331 240,680 0

（２）退職手当引当金繰入等 179,124 0.5% 13,213 33,589 52,035 15,860 17,690 138 44,262 2,337 0

１ （３）賞与引当金繰入額 264,113 0.8% 15,419 61,998 64,351 24,790 20,789 5,804 57,876 13,086 0

小　　計 5,458,641 15.7% 360,056 1,264,072 1,298,702 495,223 481,350 118,666 1,184,469 256,103 0

（１）物件費 3,156,384 9.1% 151,521 868,910 172,480 1,059,740 256,321 75,965 557,192 14,255 0

（２）維持補修費 177,720 0.5% 63,433 65,577 6,937 11,930 8,656 2,684 18,503 0

（３）減価償却費 5,890,049 17.0% 1,666,805 960,706 180,659 398,307 1,907,540 47,452 728,580

小　　計 9,224,153 26.6% 1,881,759 1,895,193 360,076 1,469,977 2,172,517 126,101 1,304,275 14,255 0

（１）社会保障給付 8,137,407 23.5% 58,826 8,078,581 0

（２）補助金等 4,304,626 12.4% 708,493 228,399 339,007 682,974 750,102 1,143,644 448,841 3,166 0

３ （３）他会計等への支出額 6,198,823 17.9% 1,331,686 0 3,436,984 1,379,188 50,965 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

764,150 2.2% 105,832 0 42,359 42,876 551,806 0 21,277 0

小　　計 19,405,006 56.0% 2,146,011 287,225 11,896,931 2,105,038 1,352,873 1,143,644 470,118 3,166 0

（１）支払利息 518,898 1.5% 518,898

（２）回収不能見込計上額 68,646 0.2% 68,646

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 587,544 1.7% 0 0 0 0 0 0 0 0 518,898 68,646 0

34,675,344 4,387,826 3,446,490 13,555,709 4,070,238 4,006,740 1,388,411 2,958,862 273,524 518,898 68,646 0

（　構　成　比　率　） 12.7% 9.9% 39.1% 11.7% 11.6% 4.0% 8.5% 0.8% 1.5% 0.2% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 674,141 81,855 58,378 184,797 93,755 1,591 0 60,944 0 0 0 192,821

２ 分担金・負担金・ 寄附 金 ｃ 404,384 14,799 2,680 295,968 7,103 16,729 0 61,713 0 0 0 5,392

1,078,525 96,654 61,058 480,765 100,858 18,320 0 122,657 0 0 0 198,213

ｄ／ａ 3.11% 2.2% 1.8% 3.5% 2.5% 0.5% 0.0% 4.1% 0.0% 0.0% 0.0%

33,596,819 4,291,172 3,385,432 13,074,944 3,969,380 3,988,420 1,388,411 2,836,205 273,524 518,898 68,646 0 △ 198,213

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 144,166,011 51,185,474 101,673,339 △ 8,834,990 142,188

純経常行政コスト △ 33,596,819 △ 33,596,819

一般財源

地方税 7,775,226 7,775,226

地方交付税 17,451,442 17,451,442

その他行政コスト充当財源 1,831,979 1,831,979

補助金等受入 10,614,937 3,071,433 7,543,504

臨時損益

災害復旧事業費 △ 55,656 △ 55,656

公共資産除売却損益 17,234 17,234

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 35,294 35,294

科目振替

公共資産整備への財源投入 983,994 △ 983,994

公共資産処分による財源増 0 △ 10,495 10,495 0

貸付金・出資金等への財源投入 1,816,671 △ 1,816,671

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 1,741,257 1,741,257 0

減価償却による財源増 △ 2,060,363 △ 3,829,686 5,890,049 0

地方債償還等に伴う財源振替 3,469,915 △ 3,469,915

資産評価替えによる変動額 △ 9,214 △ 9,214

無償受贈資産受入 0 0

その他 0

期末純資産残高 148,230,434 52,196,544 102,362,482 △ 6,461,566 132,974

純資産変動計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成25年度における一時借入金の借入限度額は5,000,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

5,664,476

0

64,054

671,003

446,000

2,220,130

735,057

44,359,502

3,954,400

0

44,295,448

0

50,300

27,729

202,324

1,866,938

△ 6,080,340

1,570,500

5,145,578

142,866

7,947,278

0

1,586,585

0

△ 1,127,222

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
34,900

367,425

685,909

100

8,198,831

3,475,875

3,553,886

0

41,848

7,071,609

35,420,955

7,271,616

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
7,370,480

764,150

64,201

531,086

335,244

487,704

350,214

20,760

1,306,879

5,770,816

233,376

28,149,339

7,798,564

17,451,442

7,139,062

8,137,407

4,330,879

518,898

資金収支計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部
6,001,579

3,156,384
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